
 

 

 

 

 

 

春日井市では、毎年6月と12月に財政状況を公表しています。  

今回は、下半期（令和５年３月31日現在）の財政状況について公表します。  

※各項目は、表示単位未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。

※５月まで、収入・支出を整理する期間があるため、決算額ではありません。  

 

 

 

 

 

 

一般会計では、当初予算額が1１３６億２000万円でしたが、補正予算を1０

回編成し、総額で109億177万円を増額補正しました。  

また、前年度予算から55億8079万円を繰越し、その結果、予算現額は1301

億256万円となりました。  

 

＜補正予算（第６号）の主な内容＞  

子育て世帯臨時特別給付金事業  9億5250万円  

 

＜補正予算（第７号）の主な内容＞  

土地開発公社補塡金  5億1417万円  

 

＜補正予算（第８号）の主な内容＞  

出産・子育て応援交付金事業  3億2772万円  

 

＜補正予算（第９号）の主な内容＞  

小学校校舎等整備  5億8260万円  

白山調理場解体工事  1億1000万円  

 

※補正予算（第10号）では繰越事業を計上しました。  

※補正予算（第１号～第５号）の主な内容は、上半期（～９月末）分をご覧ください。  

 

一般会計  

 

予算の状況（３月31日現在） 
 



 

 

 

 

 

 

予算現額 1301億256万円 

収入済額 1171億481万円（収入率90.0％） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 税：市民税、固定資産税、都市計画税などです。  

譲与税・交付金：自動車重量税など国税として徴収され、法令に定める配分基準に基

づき市へ譲与される地方譲与税や、消費税など国税として徴収され、

そのうち一定割合が市へ交付される交付金などです。  

国 庫 支 出 金：国から支出される負担金、補助金などです。  

県 支 出 金：県から支出される負担金、補助金などです。  

市 債：公共施設の整備などのため国・銀行等から借り入れるものです。 

そ の 他：公共施設の使用料や、住民票の写しの交付などの手数料、基金の取

崩金などです。  

歳 入 

予算の執行状況（３月31日現在） 
 



 

 

 

 

予算現額 1301億256万円 

執行済額 1134億9948万円（執行率87.2％） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総 務 費：市政全般の管理費や徴税、選挙などに要する費用です。  

民 生 費：生活保護費や児童・高齢者・障がい者などのための施策に要する費

用です。  

衛 生 費：予防接種や各種検診、ごみの収集・処理などに要する費用です。  

土 木 費：道路・河川・まちづくり・住宅・公園などに要する費用です。  

教 育 費：小・中学校の教育や社会教育などに要する費用です。  

公 債 費：市債の元利償還金に要する費用です。  

そ の 他：消防や商工業、議会などに要する費用です。  

 

 

 

 

歳 出 



 

 

 

 

特別会計とは、特定の目的・人を対象に実施する事業について、目的に沿った

収支を明確にするため一般会計とは別に経理するものです。  

 

 

 

 

 

特別会計では、当初予算額が586億2193万円でしたが、補正予算を4回編成

し、総額で11億3149万円を増額補正しました。  

また、前年度予算から3061万円を繰越し、その結果、特別会計全体の予算現

額は597億8403万円となりました。  

  

 

 

 

会計名  予算現額  
収入済額  収入率  

執行済額  執行率  

公共用地先行取得事業  8102万円  
12万円  0 .1% 

8102万円  100 .0% 

国民健康保険事業  263億7194万円  
239億371万円  90 .6%  

249億8568万円  94 .7%  

後期高齢者医療事業  57億2219万円  
46億4007万円  81 .1%  

53億3659万円  93 .3%  

介護保険事業  257億3456万円  
195億7518万円  76 .1%  

220億5867万円  85 .7%  

民家防音事業  2629万円  
0円  0 .0% 

1946万円  74 .0%  

春日井インター北企業用地  

整備事業  
15億9307万円  

781万円  0 .5% 

434万円  0 .3% 

潮見坂平和公園事業  2億5496万円  
4342万円  17 .0%  

2億3027万円  90 .3%  

 

  

特別会計  

予算の状況（３月31日現在） 
 

予算の執行状況（３月31日現在） 
 



 

 

 

企業会計とは、使用料などの収入で経費を賄う事業について、一般的な企業に

類する方法により経理するものです。  

 

 

 

 

 

 

会計名  予算現額  
収入済額  収入率  

執行済額  執行率  

市民病院  

事業  

収
益
的 

収入  193億462万円  170億1501万円  88 .1%  

支出  195億4652万円  195億3355万円  99 .9%  

資
本
的 

収入  9億1762万円  7億6004万円  82 .8%  

支出  32億1900万円  21億4912万円  66 .8%  

水道  

事業  

収
益
的 

収入  62億3405万円  52億7732万円  84 .7%  

支出  55億3302万円  53億13万円  95 .8%  

資
本
的 

収入  3億9516万円  1億3188万円  33 .4%  

支出  30億3225万円  22億9865万円  75 .8%  

公共  

下水道  

事業  

収
益
的 

収入  70億8337万円  57億9410万円  81 .8%  

支出  67億8645万円  66億4688万円  97 .9%  

資
本
的 

収入  96億9605万円  81億1022万円  83 .6%  

支出  120億9887万円  106億712万円  87 .7%  

 

収益的収支：企業の経営活動にかかる収支です。収入は主に料金収入で、支出は

人件費、固定資産の減価償却などです。  

資本的収支：施設の整備などにかかる収支です。収入は資産の取得のための企業

債などで、支出は施設の整備・拡充などの資産の取得費用や企業債

の元金償還金です。  

  

企業会計  

予算の執行状況（３月31日現在） 
 



 

 

 
 

 

 

 

一時借入金とは、一会計年度内において、歳計現金が不足した場合に、その不

足を補うために一時的に借り入れる資金のことです。  

令和4年度の一般会計の一時借入金限度額は50億円となっています。下半期

における借入実績はありません。  

 

 

 

 

 

基金は、家計の貯金にあたり、災害などの想定外の支出に対する備えや予定す

る収入が確保できない場合に取り崩して使用するほか、特定の目的を達成するた

めに必要となる財源として積立を行っています。  
 

基金名  現在高  

財政調整基金  99億8487万円  

市債管理基金  310万円  

潮見坂平和公園墓地永代清掃基金  5億7320万円  

潮見坂平和公園墓所整備基金  5億7699万円  

社会奉仕活動奨励基金  5538万円  

緑化振興基金  2億3376万円  

スポーツ振興基金  1億1134万円  

国民健康保険事業財政調整基金  18億6800万円  

介護給付費準備基金  35億9920万円  

市民メセナ基金  873万円  

文化スポーツ施設整備基金  8億5045万円  

まちづくり寄附基金  2億8923万円  

学校施設整備基金  171万円  

森林環境譲与税基金  5296万円  

公共施設等整備基金  25億円  

 

合計残高 207億893万円  

その他  

一時借入金の状況（３月31日現在） 
 

基金の状況（3月31日現在） 
 



 

 

 

 

市債は、家計に例えると、住宅ローンなどの借金に相当します。長期間使用す

る公共施設を整備するにあたり、世代間の費用負担の公平を図るため活用します

が、市債の償還が財政運営を圧迫することがないよう計画的な借入に努めていま

す。  

 

 

 

 

会計名  市債残高  割合  

一般会計  739億731万円  57 .2％  

公共下水道事業会計  452億4062万円  35 .0％  

市民病院事業会計  84億2183万円  6 .5％  

水道事業会計  13億6011万円  1 .0% 

公共用地先行取得事業特別会計  3億2315万円  0 .3% 

合  計  1292億5302万円  100.0% 

 

 

 

 

 

借入先  市債残高  割合  

財務省  822億9306万円  63 .7％  

銀行  370億8080万円  28 .7％  

地方公共団体金融機構  67億8536万円  5 .2％  

旧簡保・旧郵貯  15億7820万円  1 .2％  

その他  15億1560万円  1 .2％  

合  計  1292億5302万円  100.0％  

 

会計別  

借入先別  

市債の状況（３月31日現在） 
 


